
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

％

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には児童手当及び退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。

(3) 給与等の減額措置の状況

① 現在の社会経済情勢等を踏まえ、平成１８年１月１日から平成２３年３月３１日までの間において、市長、副市長、

教育長、常勤の監査委員の給料月額及び期末手当を１０％減額する措置を実施している。

② 一般職員については、平成２１年度から減額措置を実施しており、平成２２年度においては、職階に応じて給料

月額の０．５％～３．０％ 減額する措置を実施している。

(4) ラスパイレス指数の状況（平成22年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２ 一般行政職給料表の状況（平成22年４月１日）
（単 位 : 円）

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

参考

平均給料月額 A/B

―

うち清掃職員 歳 千円 1.22

うち学校給食員 歳 千円 1.62

―

―

―

うち清掃職員 円 円

うち学校給食員 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されるデータを使用している。（平成19～21年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③教育職（幼稚園教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれて

いないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円

（注）１ ( )内は、減額措置前の額。

401,794

325,579

164人 308,700円

平均給与月額
(A)

351,668円 326,810円

高 校 卒

（国ベース）

178,800

332,100

－

山 口 県

公 務 員

176,106

―341,108円

調理士337,618円

322,291円

281人

5,647,152

43.3

41.9

(179,700)

－

－139,772

140,100

(141,900)

(145,200)
142,296

―

359,959

対応する民間
の類似職種

―

395,666

360,056

―

374,590410,665
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(国ベース)

民 間

平均給与月額
(B)平均年齢

国

山口県

山口市 41.8

平均給料月額

１ 号 給 の
給 料 月 額

類似団体

410,719

３ 級 ４ 級 ５ 級

333,785

区 分 平均年齢 平均給与月額

１ 級 ２ 級 ６ 級 ７ 級

261,900

平均給与月額

高 校 卒

区 分

338,416

284,514円

―

44.6

―

359,721円

―

廃棄物処理業従業員

一般行政職

山口県

国

類似団体

山口市

山口市

321,425円

61人

294.0

215.043.4

49.3歳

46.4歳 360,599円

326,721円

347,418円

296,900円

327,300円

369,461円

平均年齢 職員数

40.3歳

38.6歳 85人

46.9 362,324

46.0 387,642

42.3 333,406

大 学 卒

中 学 卒 127,900

区 分

山口県

類似団体

技能労務職

4,085,100

―

1.38

―

―342,134円

民間
D

公務員
C C/D

年収ベース(試算値)の比較

参 考

167人

1.88

平均給料月額 平均給与月額

2,956,000

―

―

―

172,200

―

―

―

国

388,212

362,970

144,500

140,100

山 口 市

289,200 320,600 413,700

409,000 425,100398,900356,600309,400243,700

８ 級

366,200

最 高 号 給 の
給 料 月 額

121,600 185,800 222,900

481,300459,100

区 分

山口市

43.5

区 分 平均年齢

5,551,816

―

43.2歳

49.6歳

3,955人

322,344円

433,780
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）１ 平均給料月額は、給料抑制措置後の額である。
２ 該当職員がいない部分については、給料月額を記入していない。
３ 職員が２名以下の場合は、個人情報の観点から、平均給料月額を（*）としている。

４ 一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年４月１日現在）

（注）１ 山口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

人事評価システム未策定のため、勤務成績を昇給に反映させていない。

216,500 309,729

経験年数１０年

38

主幹、困難副主幹

部次長

主事、技師
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高 校 卒
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－

12.3

－

％
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％
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％
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％
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％

2.4

3.9

％
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６ 級
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人
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４ 級
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人
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*

人 ％
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５ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（21年度支給割合） （21年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

人事評価システム未策定のため、勤務成績を昇給に反映させていない。

（2) 退職手当（平成22年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置(2％～20％加算) 定年前早期退職特例措置(2％～20％加算)

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

（3) 地域手当（平成22年４月１日現在） 該当者なし

千円

円

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当（平成22年４月１日現在）

千円

千円

％

病人救護１件
死亡人収容１件
日額 300円

１件 400円

(1) 勤務1回 500円

4,000円

2,000円
5,000円

(2) 1回につき

手当の名称

山 口 市

山 口 県

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 0

支給対象地域 支給率

国

保健指導のための外勤業務

59.28

3,000円
７00円

月額

月額(2) 市税等の賦課又は徴収に関する
事務

尿処理業務(常時勤務除く)
(2) (1)の業務に常時従事

死犬猫処理業務

月額

(1) じん芥収集又は処理、ごみ焼却、し

福祉に関する現業業務 7,000円

1.401.40

山 口 市

1,7061,433

１人当たり平均支給額（平成21年度）

2.75 1.40

国

23.5

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

30.55

主な支給対象業務

23.5

26,314

(1) 収納課に勤務する職員

支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率)

0

感染症予防手当

税務事務従事手当

59.28

右の業務を行った職員 家畜等の伝染性疾病防疫業務

― ― ―

福祉事務所等に勤務する職員

社会課に勤務する職員 行旅病人の救護及び死亡人の収容業
務

主な支給対象職員

(2) 市民税課、資産税第一課、資産税第二
課、収納課に勤務する職員

(1) 市税等の滞納処分又は外勤徴収
業務

41.34

手当の種類（手当数）

81,904

17

136

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

支給実績（平成21年度決算）

41.34

59.28

支給実績（平成21年度決算）

左記職員に対する支給単価

59.28

2.75

5,933

47.5

0.70

59.28

33.5

0.70

死犬猫処理手当 右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

右の業務を行った職員

行旅病人及び死
亡者収容手当

福祉事務手当

2.75

47.5

37.5

１人当たり平均支給額（平成21年度）
―

月額

3,000円

59.28

0.70

30.55

1.5

33.5

環境衛生業務手
当

保健指導手当

1.5 1.5
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日額 300円

月額

月額

日額 500円

(1) 月額
(2) １件 300円
(3) １件 400円
(4) １件 450円
(5) １件 450円
(6) １件 450円
１件(2h以上) 520円
１件(2h未満) 410円
月額

日額 300円
業手当

月額

月額

(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成22年４月１日現在）

国の制度
との異同 （平成21年度決算）

扶養手当 (1) 配偶者 13,000円
(2) 配偶者以外の扶養親族 6,500円
・配偶者がない場合における扶養親族の
うち1人 11,000円

（満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子は、1人につき5,000円加算）

住居手当 (1) 借家 (1) 借家
・家賃が月額8,500円以下 3,000円 ・家賃23,000円以下
・家賃が月額8,500円超16,500円以下 →家賃から12,000円
→家賃の月額から5,500円を控除した額 を控除した額

・家賃が月額16,500超 ・家賃23,000円超
→家賃の月額と16,500円との差額の →家賃と23,000円の差

2分の1を11,000円に加算した額 額の1/2を11,000円
（最高支給限度額は27,000円） に加算した額

(2) 自宅 月額3,000円 （最高支給限度額は
（新築・購入の日から5年までは4,500円） 27,000円）

386,988

国の制度と異なる内容

241

223,660円

123,942円

8,000円

3,500円

2,500円

21年度決算）

支給職員１人

給年額（平成
支給実績 当たり平均支

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

務

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ）

水道技術管理者手
当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ）

職員

高度専門的応急処置を要する救急業

清掃工場又は消防本部、消防署に勤務する

3,000円

4,500円

7,000円

(5) 救助出場業務
(6) 高所作業

三交替勤務又は隔日勤務

正規の勤務時間により勤務が深夜に
おいて行われる業務

(1) 消防業務

認のための測量並びに現地調査

主な支給対象業務

土木、建築、耕地及び下水道事業の

市有財産管理、工事設計及び境界確

農産物技術指導のための現地作業

在宅介護業務

務
造林、林道又は境界確認の測量のため

(4) 潜水作業
(3) 水火災出場業務
(2) 救急出場業務

左記職員に対する支給単価

136,088千円異

195

290,842

直接高圧ガスを製造、充てんする作業

者

手 当 名 内容及び支給単価

介護福祉士手当

土地取得等の交渉業務

消防作業手当 消防本部、消防署に勤務する職員

高圧ガス充てん作

救急救命士手当 消防本部、消防署に勤務する職員

職員
消防本部、消防署に勤務する職員

清掃工場又は消防本部、消防署に勤務する深夜業務手当

交替勤務手当

保育園に勤務する保育士

現場手当 右の業務を行った職員

手当の名称

保育業務

農地の現地調査

開発指導、建築審査及び建築指導業

現場監督又は現地調査

埋蔵文化財の発掘作業

阿東簡易水道事務所に勤務する職員 簡易水道事業における水道技術管理

201,070千円同

の伐採作業

高齢・障害福祉課又は介護保険課に勤務す

右の業務を行った職員
る介護福祉士

主な支給対象職員

用地交渉手当

保育士手当
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国の制度
との異同 （平成21年度決算）

通勤手当 (1) 交通機関利用 (1) 交通機関利用
・運賃月額45,000円以下 運賃月額 ・運賃負担額に応じ支
・運賃月額45,000円超 給（最高支給限度額

→45,000円を超える額の2分の1に は55,000円）
45,000円を加算した額

（最高支給限度額は65,000円）
(2) 自動車等利用 (2) 自動車等利用

→通勤距離に応じ1,000円～47,500円 ・使用距離に応じ
2,000円～24,500円

管理職手当 管理、監督の地位にある職員に対して支給 官職の区分、棒給表の
（給料月額の8％～17％） 別及び職務の級別の定

額制（行政職棒給表(一)
適用の場合）
46,300円～139,300円

休日勤務手当 休日等又は年末年始の休日等に勤務を命
ぜられて勤務した職員に対して支給
（勤務1時間当たりの給料月額×1.35（年末 （勤務1時間当たりの
年始は×1.50）） 給料月額×1.35）

夜間勤務手当 正規の勤務時間として、深夜に勤務した職
員に対して支給
（勤務1時間当たりの給料月額×0.25）

管理職員特別勤務 管理職手当受給職員が、臨時又は緊急の
手当 必要により週休日等に勤務した場合に支給

（勤務1回につき4,000円～10,000円（6時間
超勤務の場合1.50を乗じた額））

６ 特別職の報酬等の状況（平成22年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方式） （支給時期）

給料月額 × 在職月数 × 0.54 任期毎

給料月額 × 在職月数 × 0.36 任期毎

(注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。
２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

勤めた場合における退職手当の見込額である。
３ 期末手当の算出方式は、「給料（報酬）月額×加算率（特別職50％、議員20％）×支給月数」となります。

184,896千円

期
末
手
当

報

酬

副 議 長

副 市 長

副 議 長

議 員

議 長

議 員

議 長

市 長

（１期の手当額）

13,996,800円副 市 長

360,000

3.10

25,660,800円

（平成21年度支給割合）

76,887千円

606,000

1,047,600

給 料 月 額 等

810,400

（参考）類似団体における平成21年度最高／最低額

423千円

385,000647,000

445,000

865,700

714,000

47,905円

628,800

30,922千円

支給職員１人
当たり平均支
給年額（平成

退
職
手
当

783,458円異

104,557円

21年度決算）

183,079千円異

国の制度と異なる内容手 当 名 内容及び支給単価

給

料

市 長

異

区 分

同

同

729,000

810,000

891,000

備 考

市 長

990,000

副 市 長

3.10

480,000

557,000

（平成21年度支給割合）

449,000

支給実績

161,052円

1,792円
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７ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または
非常勤職員を除いている。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。
３ 平成21年度は、旧阿東町の職員数を含んでいる。

（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

人 人 人

39歳31歳

人

47歳35歳

人

302 201156

20歳

合 計
[ 1,814 ］

24歳

区 分

20歳

184

下水道

公
営
企会
業計
等部
門

その他

192

61
60 59

[ 1,775 ］

1,799 1,775

～

36歳28歳

～

40歳

186

43歳

～

人

122

人

171 1,7753

以上

158

59歳

人 人

55歳

職員数
27214

人人

71 119

人人

～

未満

～ ～

27歳23歳 51歳

～ ～ ～～

民 生

税 務

小 計

水 道

小 計

91

32歳

71

区 分

部 門

△ 2

主 な 増 減 理 由

普
通
会
計
部
門 計

教育部門
53.14

議 会

△ 2

204

8

59

△ 24

△ 2

△ 10

2
△ 1
2

事務の統廃合及び職員退職のため
△ 10

29
9

52歳

△ 8

[ 39 ］

44歳

91.04

＜参考＞

計

48歳 56歳 60歳

一
般
行
政
部
門

消防部門

商 工

土 木

衛 生

総 務

農林水産

＜参考＞

81.60

62.21

△ 25 事務の統廃合・縮小のため

△ 16

1

73.55

新規採用職員の配置のため

139137
21

238248

△ 1 事務の統廃合・縮小のため

66 △ 5

対前年
増減数平成22年

93

職 員 数

100 98

平成21年

11

214

383 412

20

1,607 1,591

226225
177

1,205 1,213

152

0

5

10

15

20

構成比

%（例）
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(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。なお、平成17年については、平成17年10月1日現在の1市4町合併
後の山口市の職員数と旧阿東町の平成17年における定員管理調査に基づく職員数を合計したものである。

２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

８ 公営企業職員の状況
(1) 水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

（参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

① 現在の社会経済情勢等を踏まえ、平成１８年１月１日から平成２３年３月３１日までの間において、上下水道事業管理者の給料月額及び期末手当

を１０％減額する措置を実施している。

② 一般職員については、平成２１年度から減額措置を実施しており、平成２２年度においては、職階に応じて給料月額の０．５％～３．０％ 減額する

措置を実施している。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

１７年 １８年

△ 47 (△3.7％)

過去5年間

207

1,213

225

192

1,607

152

184

1,2051,260 1,249

242 225 177

２１年

1,216 1,188

１９年 ２０年

200188

252

194 193 190

1,682 1,646 1,613

千円
平成21年度

57 234,534 61,154

人 千円

91,757 387,445

区 分 職員数 給 与 費

Ａ

千円

3,598,089 155,829

1,876 1,839

13.2 12.2

％

占める職員給与費比率

1,799

Ｂ

△ 135

(△41.8％)

（24.2％）

(△6.6％)

(△11.1％)

(△7.1％)

△ 112

△ 23

△ 109

44

普 通 会 計 計

一 般 行 政

区 分

部 門 別

教 育

消 防

1,703

181

261

182

平成20年度の総費用に

総費用に占める

給 料 職員手当

質収支

千円

期末・勤勉手当Ａ

226

1,591

1,775

計 Ｂ

職員給与費比率

1,803

Ｂ／Ａ

％

公 営 企 業 等 会 計

平成21年度
474,858

千円

区 分 総費用 純損益又は実

総 合 計

職員給与費

1,910

22年
の増減数（率）

一 人 当 た り (参考)市町村平均

給 与 費 B/A 一人当たり給与費

千円

6,797 6,567

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平均月収額

千円 千円 千円

山 口 市 43.8 344,829 566,440

団 体 平 均 45.6 366,719 546,495

事 業 者 ― ―
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③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 ） （退職時特別昇給 ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在） 該当者なし

千円

円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 17,873

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 337

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 37,502

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 576

支給実績（平成21年度決算） 189

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 7,568

― ― ―

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率)

支給実績（平成21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 0

59.28 59.28 59.28 59.28

山 口 市 山 口 市 （一般行政職）

47.5 47.5 59.2859.28

23.5 30.55 23.5 30.55

山 口 市 山 口 市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

1,610 1,433

2.75 1.4 2.75 1.4

― ― 1.5 0.70

33.5 41.34 33.5 41.34

― ― 5,933 26,314

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 43.9

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

収納事務従事手当 料金収納担当職員
水道料金及び下水道使用料の外
勤徴収事務

日額 250円

危険業務手当 浄水場勤務職員
塩素(その他劇薬品等）若しくは電
気又は機械の取扱い

日額 400円（2時間未満）
500円（2時間以上）

現場手当 右の業務を行った職員
導送配給水管工事等の現場監督
又は現地検査
漏水の現地調査・確認

日額 300円
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カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）

(1) 配偶者 13,000円
(2) 配偶者以外の扶養親族
・配偶者が扶養親族でない場合 6,500円
・配偶者がない場合 11,000円
・満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子 1人につき5,000円加算

(1) 借家
・家賃が月額8,500円以下 3,000円
・家賃が月額8,500円超16,500円以下
→家賃の月額から5,500円を控除した額

・家賃が月額16,500超
→家賃の月額と16,500円との差額の

2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

(2) 自宅 月額3,000円
（新築・購入の日から5年までは4,500円）

(1) 交通機関利用
・運賃月額45,000円以下 運賃月額
・運賃月額45,000円超

→45,000円を超える額の2分の1に
45,000円を加算した額

（最高支給限度額は65,000円）

(2) 自動車等利用
→通勤距離に応じ1,000円～47,500円

管理、監督の地位にある職員に対して支給
（給料月額の8％～17％）

管理職手当受給職員が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
（勤務1回につき4,000円～10,000円（6時間
超勤務の場合1.50を乗じた額））

(2) 公共下水道事業 （平成２１年４月１日から公営企業法全部適用）

① 職員給与費の状況
ア 決算

（参考）

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。
２ 職員数は、平成２２年３月３１日現在の人数である。

イ 特記事項

① 現在の社会経済情勢等を踏まえ、平成１８年１月１日から平成２３年３月３１日までの間において、上下水道事業管理者の給料月額及び期末手当

を１０％減額する措置を実施している。

② 一般職員については、平成２１年度から減額措置を実施しており、平成２２年度においては、職階に応じて給料月額の０．５％～３．０％ 減額する

措置を実施している。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

103,375円

支給実績 支給職員１人当たり一般行政職
の制度との異
同

平均支給年額
（平成21年度決算）

一般行政職の制
度と異なる内容

手 当 名 内容及び支給単価 （平成21年度決算）

256,457円

住居手当 同 ― 4,142千円 101,020円

扶養手当 同 ― 8,976千円

通勤手当 同 ― 5,789千円

650,822円

管理職員特別
勤務手当

同 ― 0千円 0円

管理職手当 同 ― 4,556千円

総費用に占める

質収支 職員給与費比率

区 分 総費用 純損益又は実 職員給与費

平成20年度の総費用に

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

平成21年度
千円 千円 千円

職員数 給 与 費 一 人 当 た り

％ ％

3,690,823 285,635 434,352 11.8 ―

(参考)市町村平均

Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 給 与 費 B/A 一人当たり給与費

区 分

平成21年度
人 千円 千円

59 233,690 35,825

千円 千円 千円 千円

91,287 360,802 6,115 6,520

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平均月収額

山 口 市 40.8 329,599 509,608

団 体 平 均 44.6 363,354 544,269
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③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給 ） （退職時特別昇給 ）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当（平成２２年４月１日現在） 該当者なし

千円

円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

千円

円

％

オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

山 口 市 山 口 市 （一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

1,547 1,433

2.75 1.40 2.75 1.40

― ― 1.5 0.70

山 口 市 山 口 市 （一般行政職）

23.5 30.55 23.5 30.55

33.5 41.34 33.5 41.34

47.5 59.28 47.5 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

― ― 5,933 26,314

支給実績（平成21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率)

― ― ―

支給実績（平成21年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 0

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度） 0.0

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

収納事務従事手当 料金収納担当職員
水道料金及び下水道使用料の外
勤徴収事務

日額 250円

現場手当 右の業務を行った職員 工事等の現場監督又は現地検査 日額 300円

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 11,300

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 217

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） ―

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） ―
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カ その他の手当（平成２２年４月１日現在）

(1) 配偶者 13,000円
(2) 配偶者以外の扶養親族
・配偶者が扶養親族でない場合 6,500円
・配偶者がない場合 11,000円
・満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子 1人につき5,000円加算

(1) 借家
・家賃が月額8,500円以下 3,000円
・家賃が月額8,500円超16,500円以下
→家賃の月額から5,500円を控除した額

・家賃が月額16,500超
→家賃の月額と16,500円との差額の

2分の1を11,000円に加算した額
（最高支給限度額は27,000円）

(2) 自宅 月額3,000円
（新築・購入の日から5年までは4,500円）

(1) 交通機関利用
・運賃月額45,000円以下 運賃月額
・運賃月額45,000円超

→45,000円を超える額の2分の1に
45,000円を加算した額

（最高支給限度額は65,000円）
(2) 自動車等利用

→通勤距離に応じ1,000円～47,500円

管理、監督の地位にある職員に対して支給
（給料月額の8％～17％）

管理職手当受給職員が、臨時又は緊急の
必要により週休日等に勤務した場合に支給
（勤務1回につき4,000円～10,000円（6時間
超勤務の場合1.50を乗じた額））

支給実績 支給職員１人当たり

手 当 名 内容及び支給単価 （平成21年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との異
同

一般行政職の制
度と異なる内容

（平成21年度決算）

扶養手当 同 ― 8,373千円 246,279円

154,290円

通勤手当 同 ― 5,781千円 99,681円

住居手当 同 ― 6,172千円

599,862円

管理職員特別
勤務手当

同 ― 0千円 0円

管理職手当 同 ― 4,199千円

12


